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  世界のエネルギー需要は，特に新興国の経済発展と人口
の増加に伴って今後も大幅に増加するものと見込まれてい

る。その中でも電力需要の伸びは大きく，世界エネルギー

機構（IEA）の 2009 年度リポート（World Energy Out-
look 2009） では，2030 年まで年率 2.5% で増加するものと

予想され，追加発電容量は 48 億 kW 以上必要であるとさ

れている
⑴

。

  一方で，気候変動を抑制し持続可能な社会を実現するた

めに“温室効果ガスの排出低減”が最重要課題テーマと

なっている。このまま化石燃料の消費が増加すると大気中
の温室効果ガス濃度は CO 2 換算で 1,000 ppm を超えるこ

とは避けられず，地球の平均気温は 6 ℃上昇し大規模な気
候変動が生じるといわれている。IEA リポートでは，持
続可能な地球環境を維持するためには地球の気温上昇を

2 ℃以内にする必要があり，地球の平均気温の上昇が 2 ℃
を超える可能性を 50% に抑えるには大気中の温室効果ガ

ス濃度を CO 2 換算で約 450 ppm に安定させる必要がある

としている。温室効果ガスの排出低減は，緊急課題として

国連気候変動コペンハーゲン会議（COP15）での世界的
な枠組作りや各国政府の政策的な取組みが活発に進められ

ている。各国の政策には現実化している気候変動の深刻な

脅威に対処するため，経済刺激政策に 低炭素化 の促進が盛
り込まれ，その具体策が推進されている。

  低炭素社会を実現するには，エネルギーの消費量を抑え

て省エネルギー（省エネ）社会を構築することが必要であ

る。電気エネルギーを作り出す創エネルギー分野では，化
石燃料を使用する火力発電の高効率化や CO 2 を排出しな

い原子力発電の推進が行われている。さらに，再生可能エ

ネルギーを利用する地熱や水力，太陽光，風力，太陽熱発

電などを積極的に導入することが求められている。

  富士電機は，“エネルギーと環境”をキーワードに新し

い事業経営を進めている。エネルギーソリューション分野
では グリーンエネルギーの創出 とグリッドソリューション

に注力し，環境ソリューション分野では需要側の省エネと

環境対策に向けたソリューションを提供している。本特集
では， 低炭素 社会を構築するための 創エネルギー の代表的
な取組みと展望を紹介する。

  

  ₂　地熱発電
  
  地熱資源は，地球のプレートとプレートがぶつかり合い

火山が多い地域に存在する。地域的には太平洋を囲む環太
平洋地域，アフリカ北東部，欧州では地中海域やアイスラ

ンドなどである。これまで地熱発電は，米国やメキシコ，

欧州ではイタリアやアイスランド，アジア地域ではインド

ネシアやフィリピン，オセアニア地域ではニュージーラン

ドなどで積極的に開発されてきた（図₁）。これらの地域
では，再生可能な エネルギー としてさらに開発が拡大する
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図₁　地熱発電有望地域
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動きになっている。また，地熱発電の開発が遅れているア

フリカ東海岸や中南米の国々でも地熱発電開発計画が進め

られることになっている。日本の地熱資源量は世界第三
位といわれているが，｢自然公園法｣ による制約などで開
発が停滞し，現在までに開発された発電容量は約 500 MW
にとどまっている。今後，政府の開発支援策の導入により

新規開発の促進が期待されている。

富士電機は 1960 年に地熱発電設備を納入して以来，継
続的に地熱発電に注力し，地熱タービンの高効率化や地熱
タービンに特有な腐食対策などの研究開発を行ってきてい

る。特に地熱蒸気には，タービンを腐食させる物質やター

ビン翼にスケールが付着し性能を低下させるなど多くの問
題がある。腐食や摩耗に強いタービン素材やコーティング

技術などの研究開発を行い，成果を出している。また，地
熱ガス雰囲気に設置する発電機や電気制御機器の防食技術
を確立し，高性能で高信頼性の地熱発電設備を製作，納入
してきた。最近はタービン発電設備だけではなく，地熱井
で生産される蒸気や熱水をタービンの運転に最適な蒸気に

生成する蒸気発生設備やその付帯設備の設計 ･ 製作も行い，

地熱発電所全体のエンジニアリングをターンキーで行うこ

とにも取り組んでいる。

今までは，地熱蒸気をそのままタービンに送り発電する

大型のフラッシュ発電に取り組んできた。これに加え，こ

れまで発電に利用できなかった低温の地熱資源も有効に活
用できるバイナリー発電の開発を行った。地熱バイナリー

発電は，水に比べて沸点が低いペンタンなどの媒体を地熱
蒸気の熱で蒸発させタービンを駆動するものである。バイ

ナリー発電装置は地熱資源の温度が低く，また蒸気量が少
ない地点でも使用することができる中小型地熱発電装置で

あり，今まで利用されなかった遊休エネルギーの有効活用
が期待できる設備である。

新しい地熱発電方式として高温岩体発電（EGS）も注目
されている。現在の地熱発電は，地下が高温で，そこにあ

る自然の貯留層から地熱蒸気や熱水を資源として取り出す

ものである。高温岩体発電は地下に存在する高温の岩体を

人工的に水圧破砕し，そこに水を送り込んで蒸気や熱水を

得る方法である。高温岩体発電は，米国，オーストラリア，

ドイツなどで研究が進められており，今後地熱利用を拡大
するものとして期待されている。

地熱発電は天候などに左右されず安定的に発電でき，稼
動率も高い再生可能エネルギーであり，今後地熱資源の開
発はより活発になると予想される（図₂）。

3　原子力発電（高温ガス炉）

原子力発電も CO2 を排出しないエネルギーとして，世
界的に開発が進められようとしている。特に米国では電力
の安定供給と温暖化防止策として原子力の導入が計画され

ている。最近では中東やアジア地域でも導入が積極的に進
められようとしている。現在計画されている原子力発電は

軽水炉が主であるが，原子力エネルギーの用途拡大や分散
化電源として利用できる高温ガス炉が次世代の原子炉とし

て期待されている。

高温ガス炉は，700 〜 950 ℃という高温の熱が利用でき

るため，発電プラントとしても 50% 近い効率の直接ガス

タービン発電が可能である。さらに，熱化学法により水か

ら直接水素を製造することや，あるいは高温蒸気による化
学プラントのプロセス用熱源として利用することも可能な

原子炉である。高温ガス炉は，これまでの発電利用に限ら

れていた原子力の利用範囲を大幅に拡大して一次エネル

ギーとしての化石燃料を代替し，CO2 の排出量を大幅に削
減できる可能性を持っている。このため，国内外で活発に

開発が進められようとしている。各国の開発の主流となっ

ているのは，高温ガス炉固有の安全性が活用できる出力規
模を限定した小型高温ガス炉である。この炉は，原子炉の

熱出力を最大でも 60 万 kWt（電気出力 30 万 kWe）程度
に制限することにより，万一の事故時にも原子炉が自然に

止まり，自然に冷え，周辺公衆の退避を必要とするような

大量の放射性物質放出の恐れがないという特性を持ってい

る。そのため，電力の需要地域に近接して建設することや，

分散型電源として建設することも可能である。

富士電機はわが国初の高温ガス炉として，独立行政法人
日本原子力研究開発機構（原子力機構）で運転中の高温工
学試験研究炉 （HTTR）における計画の当初から，開発 ･
設計の協力を行ってきた。実機建設時には炉心設計，安全
解析を行い，また炉内構造物，燃料取扱貯蔵設備，放射線
管理設備などの主要設備の設計 ･ 製作 ･ 建設を担当してき

た。この経験によって蓄積した技術基盤を基にして，原子
炉出口温度 950 ℃，熱出力 60 万 kWt を目標とした実用
規模高温ガス炉の実現に向けて研究開発を進めている。

米国でもエネルギー省が高温ガス炉プロジェクトを立ち

上げ，その実現のための研究，開発計画が具体的に始まっ

ている。富士電機も高温ガス炉の概念設計チームの一員と

して参加することになっている。

地球温暖化防止や来るべき水素社会に向けた長期的な取
組みの一環として，今後も国内外の関係諸機関との連携に

より，高温ガス炉の実用化に向けた活動を進めていく。
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図₂　地熱資源埋蔵量
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4　アモルファス太陽電池

太陽電池をめぐる状況は，この 10 年で大きく変ぼうし

た。全世界での生産量は 20 倍以上となった。日本メー

カー中心から日米欧さらには中国 ･ 東南アジア諸国など多
くのメーカーが市場参入し，結晶シリコン系以外にも薄膜
系など新しい太陽電池の生産量も多くなってきている。

各国の普及政策に目を向けると，欧州ではドイツを中心
にフィードインタリフ制度（FIT）の導入により急速に普
及が進んでいる。これまで停滞していた米国でも，2009
年の政権交代を受け太陽電池産業が動き始めようとしてい

る。

国内ではこれまで住宅用を中心に導入普及が進められて

きた。これに加えて公共 ･ 産業用にも支援が拡大されると

ともに，2009 年 11 月からは ｢太陽光発電の新たな買取制
度｣ がスタートし，余剰電力を対象にこれまでより高い価
格での買取が始まった。また，政権交代を受け，民主党政
権のマニフェストに挙げられている ｢再生可能エネルギー

の全量買取制度｣ についても議論が進められており，さら

なる導入拡大のための具体的施策が検討されている。

富士電機では 1978 年に太陽電池の開発に着手した。当
初はガラスを基板に用いた a-Si/a-Si タンデム太陽電池を

開発していた。1993 年からはより安価なプラスチックフィ

ルムを用いた薄膜太陽電池（a-Si/a-SiGe）の開発に移行
し，これらの技術開発成果を基に 2006 年 11 月に熊本県に

太陽電池専用工場を完成させ本格量産を行っている。

富士電機の太陽電池（図₃，図₄）は，プラスチック

フィルムを基板に用いているため，これまでの太陽電池に

はない“軽量”で“曲がる”特徴がある。耐荷重の点で建
屋の補強なしでは設置が困難であった体育館や工場などの

大型屋根やビル壁面などのような新しい分野への適用も始
まっている。また，表面にガラスを用いていないため割れ

る心配がなく，高い安全性が要求される高速道路の防音壁
面などへの適用も検討されている。さらに，モジュール表
面はエンボスのついた樹脂で覆われているため，ガラスと

比較して光の反射が少なく，運用時の安全性から防眩（ぼ

うげん）が要求される空港施設などへの設置も検討されて

いる。今後事業をさらに拡大させるためには，モジュール

の出力向上および顧客ニーズに応える製品開発が必要であ

り，これらを成し遂げて地球環境保護にも貢献していく所
存である。

5　燃料電池

2009 年に販売を開始した 100 kW 燃料電池発電装置
｢FP-100i｣ は，同年に“日経優秀製品 ･ サービス賞 優秀
賞”を受賞した。従来の都市ガスや下水消化ガスを燃料と

したコージェネレーション装置としての用途に加え，災害
対応や副生ガスへの対応，水素供給対応などの機能を付加
することで市場拡大を目指している。燃料電池は発電装置
内に改質装置を備えているため，都市ガスや消化ガスなど

さまざまな燃料に対応が可能である。LP ガスを備蓄して

いれば，常時は都市ガスで運転し，災害などで電気や都市
ガスが遮断された場合でも，燃料を LP ガスに切り替えて

運転が継続できる。

食塩電解工場などで副生される純水素を燃料にすると発
電端効率は 48% と高効率発電が可能となり，CO2 削減効
果も年間約 760 t が見込まれる。純水素対応の 100 kW 燃
料電池は，2010 年度からの実証試験で運転を開始する予
定である。水素供給機能を持った燃料電池は，今後の水
素エネルギー時代の先駆けとして，小規模な水素ステー

ション向けの用途に適している。消化ガスを燃料にすれば，

CO2 を発生させない，いわゆるグリーン水素を安定的に製
造できる。また，下水処理場から発生する消化ガスを燃料
とする消化ガス発電では，2002 年からの運転実績がある。

カーボンニュートラルな発電ということで 100 kW の燃料
電池で年間約 800 t の CO2 削減効果が見込まれる。これは

グリーン電力証書として認定されるため，経済的にも短期
間での設備投資費用の回収が可能となる。

富士電機は，FP-100i の年産 20 台規模の工場体制を

2009 年 4 月に整備し，前述の用途開発による普及拡大を

図ることで CO2 削減に貢献していく所存である。

図₃　さいたまスーパーアリーナ 図₄　熊本県立技術短期大学校アカデミックプラザ
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6　あとがき

富士電機では低炭素社会の実現のため，前述のほかにも

創エネルギーへのさまざまな取組みを行っている。

火力発電分野ではタービンおよび発電機の高効率化の研
究開発を推進している。ガスコンバインド発電分野では

シーメンス社との連携で高効率，高性能なガスコンバイン

ドサイクル発電設備に取り組んでいる。

水力発電分野ではフォイトハイドロ社との連携で高効率
な水力発電設備の研究開発も進めており，グローバルな体
制で創エネルギーソリューションを提供していく。

風力発電も CO2 を排出しない自然エネルギーとして導
入が世界的に進められている。今後は陸上設置の風力発電
だけではなく，洋上風力発電も積極的に進められる計画で

あり，単機容量がより大型化（3 MW 以上）する。富士電
機は今までに培ってきた豊富なパワーエレクトロニクス技
術をベースに，この大型化に適応した高性能なパワーコン

ディショナや永久磁石発電機の開発を進めている。風力発
電の分野でも特に重要なコンポーネントを中心に取り組ん

でいく。

また，自然エネルギーの大量導入により電力系統の安定
化対策など新しい課題が出てきているが，富士電機は既に

風力発電所に電力安定化装置を導入し，電力系統の安定化
に成果を出している。さらに，今後期待されるスマートグ

リッド技術とともにグリッドソリューションにも取り組ん

でいく。

これらのエネルギーソリューションの提供によって，低
炭素社会の実現に貢献していく所存である。
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